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個人情報保護方針 

 

広島大学消費生活協同組合は、組合が取得し利用する個人情報の適正な取扱いの確保につ

いて組織として取り組むために、その保護・取り扱いに関する方針を、以下のとおり定めま

す。 

 

１．事業者の名称等 

 名称 : 広島大学消費生活協同組合 

 住所 ：広島県東広島市鏡山 1-7-1 

 

２．関係法令・ガイドライン等の遵守 

当生協は、個人情報の取扱に関し、「個人情報の保護に関する法律」（個人情報保護法）及び

関連する政省令、ガイドライン等を遵守します。 

 

３．個人情報の利用目的 

生協の加入及び事業の利用等で提供いただいた個人情報は、以下の目的のために利用させて

いただきます。 

(1)出資金や組合員名簿の管理 

(2)定款に定められた事業の案内、受注、請求、代金決済、事故対応、アフターサービス及び

これに付随する業務 

(3)アンケート・キャンペーン・イベント等のご案内の送付 

(4)生協の基本会議や総代・役員選出に関わる事項、組合員企画等のため 

(5)保護者の方の個人情報については上記のほか、ご本人に連絡が取れず重要なお知らせがで

きない場合の連絡のため 

(6) 大学の福利厚生事業や学生生活支援業務の遂行に必要な範囲で、広島大学に個人情報を

提供するため（要配慮個人情報を除きます） 

(7)以下のとおり個人データを共同利用するため 

 ⅰ)共同して利用する者の範囲 

  日本コープ共済生活協同組合連合会ならびに団体契約の引受保険会社および保険代理店 

 ⅱ)利用目的 

・共済および保険契約の締結・維持管理・共済金の支払および各種案内・サービスのた

め 

・上記の業務、及び関連・付随する業務を適切かつ円滑に履行するため 

 ⅲ)共同して利用する項目 

・氏名、生協コード、組合員番号、生協加入日、生協脱退日その他の基本情報 

・生年月日、性別、住所、電話番号その他の属性情報 

・組合員登録口座、商品代金最終振替日、請求金額その他の取引関連情報 

・その他共同利用者の利用目的のために必要な情報 

 ⅳ)共同利用する個人データの管理についての責任を有する者の名称・住所・代表者氏名 

  名 称：広島大学消費生活協同組合 
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 住 所：広島県東広島市鏡山 1-7-1 

 代表者：末尾に記載の窓口にお問い合わせください。 

 

 

４．個人情報の第三者への提供 

次に掲げる場合を除き、取得した個人情報を第三者に提供することはありません。 

(1)ご本人の同意に基づき提供するとき（旅行事業、各種斡旋・取次の事業等をはじめとした

各事業のお申込み等に取得する個人情報であって、取得の状況からみて当該個人情報をそれ

ぞれの事業者に提供することが明らかである場合を含みます） 

(2)人の生命、身体または財産の保護のために必要がある場合であって、ご本人の同意を得る

ことが困難な場合 

(3)広島大学の福利厚生や学生生活支援業務に関連して、大学の福利厚生事業や学生生活支援

業務の遂行に必要な範囲で、広島大学に個人情報を提供する場合 

(4)法令に基づく場合 

(5)他の生協や会社等と共同利用する場合（この場合、各申込書等にその旨を明記します）  

(6)利用目的の達成に必要な範囲内において、個人情報の取扱いの全部または一部を委託する

場合 

 

５．安全管理措置に関する事項 

当生協は、個人データの漏えい、滅失または毀損の防止等、その管理のために必要かつ適切

な安全管理措置を講じます。また、個人データを取り扱う従業者や委託先に対して、必要か

つ適切な監督を行います。これら個人データの適切な管理のために、別途「個人情報保護規

則」を定め、これを遵守します。 

 

６．保有個人データの開示等の手続き 

当生協は、ご本人またはその代理人から、当該保有個人情報データについて、開示、訂正、

利用停止等のご請求をいただいたときは、次の各号の場合を除き、遅滞なく回答します。 

(1)本人または第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合 

(2)当生協の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合 

(3)法令に違反することとなる場合 

当生協の保有個人データの開示等に関するお問い合わせは下記まで郵便または電子メールで

お問い合わせください。お問い合わせの際には、請求者がご本人又は正当な代理人であるこ

とを確認させていただくため、または、当生協が当該お問い合わせに適切に対応するため、

追加の情報のご提供をお願いする場合があります。あらかじめご了承ください。 

なお、利用目的の通知及び個人情報の開示につきましては、手数料（1,000 円）をいただき

ます。 

 

７．ご質問等のお問い合わせ窓口 

個人情報のお問い合せ・相談窓口（苦情等） 

広島大学消費生活協同組合 個人情報保護管理者 

Email：honbu@hucoop.jp 

〒739-0046 広島県東広島市鏡山 1-7-1 
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広島大学構内 

 

 

2022 年 10 月 1 日 

広島大学消費生活協同組合 理事会 

     

＜改訂履歴＞ 

改訂版数 制・改訂日 改訂理由・改定内容 

第 1 版 2005 年 4 月 1 日 施行 

第 2 版 2011 年 1 月 27 日 

「全国大学生協共済生活協同組合連合会」

への変更及び広島大学への個人情報の提供

を追加 

第 3 版 2013 年 8 月 9 日 

個人情報を活用する保険の引受会社に、三

井住友海上火災保険㈱、㈱損害保険ジャパ

ンを追加 

第 4 版 2017 年 10 月 25 日 
全国大学生協連合会の参考例を基に全面改

定し理事会決定 

第 5 版 2021 年 11 月 24 日 
改正個人情報保護法の全面施行に伴い、一

部改定し、理事会決定 

第 6 版 2022 年 10 月 1 日 

共済事業を大学生協共済連から日本コープ

共済生活協同組合連合会へ全部譲渡するこ

とに伴う一部改訂 
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個人情報保護規則 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この規則は、広島大学消費生活協同組合（以下、「組合」という。）が取扱う個人情報に

ついて、個人情報の保護に関する法律（以下、「個人情報保護法」という。）等の法令を遵守し、

個人の権利利益を適切に保護し、個人情報を利用し、安全に管理することを目的とする。 

 

（用語の定義） 

第２条 この規則において、各用語の定義は次のとおりとする。 

(1) 個人情報 

生存する個人に関する情報であって、次の各号のいずれかに該当するものをいう。 

一 その情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述又は音声、動作その他の方法を用いて表さ

れた一切の事項（個人識別符号を除く）により特定の個人を識別することができるもの（他の情

報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別できるものを含む。） 

二 個人識別符号（個人情報保護法第２条第２項）が含まれるもの 

(2) 要配慮個人情報 

本人の人種、信条、社会的身分、病歴、犯罪の経歴、犯罪により被害を被った事実その他本人に

対する不当な差別、偏見その他の不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要するもの

として個人情報の保護に関する法律施行令（以下「施行令」という。）で定める記述等（健康診

断等及び診療内容その他）が含まれる個人情報 

(3) 本人 

個人情報によって識別される特定の個人 

(4) 個人情報データベース等 

個人情報を含む情報の集合物であって、次に掲げるもの（施行令第３条第１項が定めるものを除

く。） 

一 特定の個人情報についてコンピューターを用いて検索することができるように体系的に構

成したもの 

二 一定の規則に従って整理することにより特定の個人情報を容易に検索することができるよ

うに体系的に構成した情報の集合物であって、目次、索引その他検索を容易にするためのものを

有するもの 

(5) 個人データ 

個人情報データベース等を構成する個人情報 
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(6) 保有個人データ 

組合が、開示、内容の訂正、追加又は削除、利用の停止、消去及び第三者への提供の停止を行う

ことのできる権限をもつ個人データをいう。ただし、施行令第４条が定めるものを除く。 

(7) 役職員 

役員、正規職員、嘱託職員、パート職員、アルバイト、組織部員を含め、組合の業務に従事する

すべての者 

 

（適用範囲等） 

第３条 この規則は、組合のすべての役職員に適用する。 

２ 組合が個人情報を取扱う業務を外部に委託する場合も、この規則の趣旨を遵守させるよう

監督するものとする。 

 

（個人情報保護方針の制定と公表） 

第４条 組合は個人情報保護方針を定め、役職員に周知徹底するとともに、組合のウェブサイト

に公表する。  

 

第２章 安全管理体制 

 

（個人情報の安全管理体制の構築） 

第５条 個人情報保護管理責任者は専務理事とし、個人情報保護及び安全管理の統括、実施状況

の理事会への報告、個人情報保護管理者の指名を行うものとする。 

２ 個人情報保護管理者は、個人情報保護管理責任者を補佐し、役職員に対する個人情報保護関

連の教育等の実施、個人情報の適正な取扱いの確保、安全管理の点検、指導を行うものとする。 

 

（安全管理措置の見直し） 

第６条 個人情報保護管理者は、個人データの取扱状況について点検を実施し、その結果は個人

情報保護管理責任者に報告するものとする。 

 

２ 個人情報保護管理者は、個人データの取扱状況の点検結果にもとづき必要に応じて適切な

是正措置を講じ、個人情報を保護し、安全に管理するために、その個人情報保護の方針・規則等

を見直すものとする。 

 

（役職員の義務） 

第７条 役職員は、組合の業務に従事するにあたって法令及びこの規則をはじめとする組合の

諸規則等を遵守し、個人情報保護管理責任者又は個人情報保護管理者の指示に従って個人情報
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の保護及び安全管理に充分な注意を払うものとする。 

２ 役職員は、個人情報に関する事故（滅失、盗難、毀損又は漏えい等）、規則違反又はその可

能性等に気づいた場合は、速やかに上司、専務理事又は個人情報保護管理者へ報告しなければな

らない。 

３ 前項の報告を受けた者は、この規則の趣旨を踏まえ、適切に対処するものとする。 

 

（苦情対応） 

第８条 個人情報保護管理者は、個人情報の取扱に関する苦情を適切かつ迅速に対応するよう

努めるものとする。 

２ 個人情報保護管理者は、個人情報の取扱に関する重大な苦情事案については、遅滞なく個人

情報保護管理責任者に報告するものとする。 

 

（事故対応） 

第９条 個人情報保護管理者は、個人情報に関する事故が発生し、または発生した恐れがある場

合、個人情報保護管理責任者に報告するとともに、適切かつ迅速に対応するものとする。この場

合において、事故の規模、影響の大きさ、事案により必要に応じて以下を実施する。 

(1) 影響を受ける可能性のある本人への連絡等 

(2) 大学・行政庁等への報告及び被害の拡大防止 

(3) 事実関係の調査及び原因の究明 

(4) 再発防止策の検討及び実施 

(5) 事実関係及び再発防止策等の公表 

２ 個人情報保護管理責任者は、前項の規定にかかわらず、当該事態が次の各号のいずれかに該

当するときは、個人情報保護委員会に報告するとともに本人に当該事態が生じた旨を通知しな

ければならない。 

(1) 要配慮個人情報が含まれる個人データに関する事故が発生し、または発生したおそれがある

事態 

(2) 不正に利用されることにより財産的被害が生じるおそれがある個人データに関する事故が

発生し、または発生したおそれがある事態 

(3) 不正の目的をもって行われたおそれがある個人データに関する事故が発生し、または発生し

たおそれがある事態 

(4) 個人データに係る本人の数が千人を超える事故が発生し、または発生したおそれがある事態 

３ 前項により個人情報保護委員会に報告をする場合には、前項各号の事態を知った後、速やか

に、次に掲げる事項（報告の時点で把握しているものに限る）を報告しなければならない。 

(1) 概要 

(2) 当該事故に係る個人データの項目 

(3) 当該事故に係る本人の数 
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(4) 原因 

(5) 二次被害またはそのおそれの有無およびその内容 

(6) 本人への対応の実施状況 

(7) 公表の実施状況 

(8) 再発防止のための措置 

(9) その他参考となる事項 

４ 前項の場合において、当該事態を知った日から３０日以内（当該事態が第２項第３号に定め

るものである場合には、６０日以内）に、当該事態に関する前項各号に定める事項を報告しなけ

ればならない。この場合、一部の事項が判明しておらず、すべての事項を報告できないときは、

その時点で把握できた内容を報告し、判明次第、さらに報告を行うものとする。 

５ 第２項の規定により、本人に対し、通知をする場合には、第２項各号の事態を知った後、当

該事態の状況に応じて速やかに、当該本人の権利利益を保護するために必要な範囲において、第

３項第１号、第２号、第４号、第５号及び第９号に定める事項を通知しなければならない。この

場合、本人への通知が困難であるときは、事案を公表するとともに問合せ窓口を用意して本人が

自らの個人データが対象となっているか否かを確認できるようにするものとする。 

６ 第三者から委託を受けて取扱っている個人データに関して第２項各号に定める事態が生じ

た場合は、当該事態を知った後、速やかに、第３項各号に定める事項を当該委託元に通知しなけ

ればならない。 

 

第３章 個人情報の取得 

 

（個人情報の取得） 

第 10 条 組合は、あらかじめ利用目的を定め、その目的を達成するために必要な限度で、個人

情報を取得する。 

 

（適正な取得） 

第 11 条 組合は、個人情報を適正な手段で取得するものとし、偽りその他不正な手段によって

取得しない。 

２ 組合は、要配慮個人情報を取得するときは、個人情報保護法第 17 条第 2 項各号に掲げる場

合を除き、あらかじめ本人の同意を得るものとする。 

３ 前項の場合において、書面または口頭等により、組合が本人から適正に直接取得する場合は、

本人の同意があったものとする。 

 

（取得にあたっての利用目的の通知等） 

第 12 条 個人情報を取得するときは、あらかじめ利用目的をできる限り特定して公表するよう
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努めるものとし、取得前に公表しなかった場合は、取得後速やかにその利用目的を本人に通知し、

又は公表する。ただし、個人情報保護法第 18 条第４項の場合を除く。 

 

（本人から文書等により取得する場合） 

第 13 条 前条の定めにかかわらず、申込書・契約書その他の書面（インターネット・電磁記録

を含む。）等によって本人の個人情報を取得するときは、あらかじめその利用目的を本人に対し

明示する。ただし個人情報保護法第 18 条第４項の場合を除く。 

 

第４章 個人情報の利用と第三者提供の制限 

 

（利用範囲） 

第 14 条 組合は、あらかじめ本人の同意を得ないで、利用目的の達成に必要な範囲を超えて個

人情報を利用しない。ただし、個人情報保護法第 16 条第３項の場合を除く。 

 

（利用目的の変更） 

第 15 条 利用目的を変更する場合は、変更前の利用目的と関連性を有すると合理的に認められ

る範囲で行うものとする。 

２ 前項の変更をしたときは、変更後の利用目的を本人に通知し、又は速やかに公表する。ただ

し、個人情報保護法第 18 条第４項の場合を除く。 

３ 利用目的を第１項の範囲を超えて変更しようとするときは、あらかじめ本人の同意を得な

ければならない。 

 

（不適正な利用の禁止） 

第 16 条 組合は、違法または不当な行為を助⾧し、または誘発するおそれがある方法により個

人情報を利用してはならない。 

 

（第三者提供の制限） 

第 17 条  組合は、あらかじめ本人の同意を得ないで、個人データを第三者に提供しない。ただ

し、個人情報保護法第 23 条の場合を除く。 

 

第５章 個人データの安全管理 

 

（役職員の監督等） 

第 18 条 組合は、利用目的の達成に必要な範囲で、個人データを正確かつ最新の内容に保つと
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ともに、利用する必要がなくなったときは、当該個人データを遅滞なく消去するよう努めるもの

とする。 

２  組合は、個人情報に関する事故を防止し、その他個人情報を安全に管理するために、必要か

つ適切な措置を講じるものとする。 

３ 組合は、役職員が個人データを取扱うにあたって、個人データを適切に管理するため、必要

かつ適切な監督を行う。 

４ 前項の監督は、各部門の⾧が行うものとする。 

 

（委託先の選定） 

第 19 条 組合は、個人データの取扱いの全部又は一部を組合以外の者に委託するときは、組合

が定める書類の提出を求め選定するものとする。ただし、組合が提出を要しないと特に認めた書

類についてはこの限りでない。 

２ 委託先は個人情報保護管理責任者が決定する。 

  

（委託先の監督） 

第 20 条 組合は、原則として委託契約（付随する覚書等を含む。）において、個人データの安全

管理について受託者が講ずべき措置を明らかにし、受託者に対する必要かつ適切な監督を行う

ものとする。 

 

（物理的安全管理措置） 

第 21 条 個人情報データベース等を取り扱う区域はのぞき込みを防止する措置の実施等により、

権限を有しない者による個人データの閲覧等を防止する。 

２ 個人データを取り扱う機器、電子媒体又は書類等は、施錠できるキャビネット等への保管に

より、盗難または紛失等を防止する。 

３ 個人データが記録された電子媒体または書類等を取扱区域の外に持ち出す場合は、データ

の暗号化またはパスワードによる保護、書類等の封緘を実施し、漏えいを防止する。 

４ 個人データの削除または廃棄にあたっては、電子データを削除し、または、個人データが記

録された機器、電子媒体、書類等を廃棄したことを、個人情報保護管理者が適切に処理されたこ

とを確認するものとする。 

 

（技術的安全管理措置） 

第 22 条 個人データを取り扱うことのできる機器及びこれを取り扱う従業者を明確化し、個人

データへの不要なアクセスを防止する。 

２ 機器のユーザーアカウント制御機能により、個人情報データベース等を取り扱う情報シス

テムを使用する従業者を識別・認証する。 

３ 個人データを取り扱う機器等のオペレーティングシステム及びセキュリティ対策ソフトウ
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ェア等を自動更新機能等の活用により、最新状態とする。 

４ メール等により個人データの含まれるファイルを送信する場合には、当該ファイルへのパ

スワードを設定し、データと別のメールでパスワードを通知するものとする。 

 

第６章 保有個人データの開示、訂正・追加・削除・利用停止 

 

（保有個人データの利用目的の通知） 

第 23 条 組合は、本人から、本人が識別される個人データの利用目的について問い合わせがあ

ったときは、これを通知する。ただし、個人情報保護法第 27 条第２項ただし書きに定める場合

を除く。 

２ 組合は利用目的を通知しない旨の決定をしたときは、その旨を本人に対し、遅滞なく通知す

る。 

 

（保有個人データ等の開示、訂正等、利用停止等） 

第 24 条 組合は、保有個人データについて、本人から開示を求められたときは、これに応じる。

ただし、開示することによって次の各号に該当する場合には、その全部又は一部を開示しないこ

ととする。 

(1) 人の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合 

(2) 組合の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合 

(3) 法令に違反することとなる場合 

２ 組合は、保有個人データの第三者提供の記録（提供を受けた際の記録を含む。）について、

本人から開示を求められたときは、これに応じる（存在しないときはその旨を知らせることを含

む）。ただし、開示することによって次の各号に該当する場合には、その全部又は一部を開示し

ないこととする。 

(1) 人の生命、身体、財産に危害が及ぶおそれがある場合 

(2) 違法又は不当な行為を助⾧・誘発するおそれがある場合 

(3) 国の安全が害され、又は他国もしくは国際機関との信頼関係が損なわれ、又は他国若しく

は国際機関との交渉上不利益を被る等のおそれがある場合 

(4) 公共の安全と秩序の維持に支障が及ぶおそれがある場合 

３ 保有個人データの内容が事実でないという理由で、本人から訂正、追加又は削除（以下、「訂

正等」という。）を求められた場合は、利用目的の達成に必要な範囲において、遅滞なく調査を

行い、その結果に基づき、これに応じる。 

４ 保有個人データに関し、本人から自己の情報に関して個人情報保護法に違反して取扱われ

ているという理由、組合が当該本人に係る保有個人データを利用する必要がなくなったという

理由または当該本人に係る保有個人データが第９条第２項各号のいずれかの事態（漏えい等）が
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生じたという理由により利用停止又は消去（以下「利用停止等」という。）を求められた場合で、

その求めに理由があることが判明したときには、違反を是正するために必要な限度で、遅滞なく、

これに応じる。ただし、多額の費用を要する等、その実施について困難である場合であって、本

人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるときは、この限りでない。 

５ 前四項の求めに対して、開示しない旨の決定をしたときはその旨を、訂正等を行ったとき又

は訂正等を行わない旨の決定をしたときはその旨（訂正等を行ったときは、その内容を含む。）

を、利用停止等を行ったとき又は利用停止等を行わない旨の決定をしたときはその旨を、本人に

対し、遅滞なく通知する。 

６ 前項の場合において、開示・訂正等・利用停止等を行なわないことを決定したときは、その

理由を説明するよう努めるものとする。 

 

（保有個人データの開示等の請求の受付） 

第 25 条 開示、訂正等及び利用停止等（以下「開示等」という。）は、本人から組合の担当窓口

へ次の書類等が郵便または電子メールで提出されたときに、対応する。 

(1) 本人であることを確認するための証明書類 

(2) 請求事項及び請求理由を記載した書面 

(3) 利用目的の通知（第 23 条）、開示の請求（第 24 条第１項）に係る事務処理手数料 1,000 円 

 

２ 組合は、開示等の請求の受付けにあたって、請求者である本人に対して、対象となる保有個

人データを特定するために必要な事項の提示を求めることができる。 

３ 組合は、本人に代えて代理人から開示等の請求があったときは、正当な代理人であることを

確認のうえ、その請求を受付ける。 

 

第７章 罰則その他 

 

（罰則） 

第 26 条 役職員がこの規則に違反した場合には、就業規則等の制裁に関する定めを適用する。 

 

（規則の改廃） 

第 27 条 この規則の改廃は、理事会の議決による。 

 

（施行期日） 

この規則は 2021 年 12 月 1 日より施行する。 

この規則は 2021 年 11 月 24 日一部改正した。 
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＜改訂履歴＞ 

改訂版数 制・改訂日 改訂理由・改定内容 

第１版 2017 年 10 月 25 日 理事会決定により制定 

第 2 版 2021 年 11 月 24 日 
改正個人情報保護法の全面施行により一部改

定し、理事会決定 

 



防犯カメラ運用規程 
 

                                                        広島大学消費生活協同組合 

 

（目的） 

第１条 この規程は、犯罪の予防を目的として特定の場所に設置するカメラ装置（以下「防 

   犯カメラ」という）の管理及び運用について、必要な事項を定める。 

 

（管理責任者等） 

第２条 防犯カメラ統括管理責任者（以下「統括管理責任者」という）は専務理事とし、防 

   犯カメラの管理及び運用の全体について責任を負うものとする。 

 ２． 統括管理責任者を補佐する者として防犯カメラ取扱管理責任者（以下「取扱管理責 

   任者」という）及び防犯カメラ取扱責任者（以下「取扱責任者」という）を置き、防 

   犯カメラ設置部門の部長を取扱管理責任者に、防犯カメラ設置部署の店長等を取扱責 

   任者に、それぞれ充てる。 

 

（防犯カメラの設置に係る措置） 

第３条 取扱管理責任者及び取扱責任者（以下「取扱管理責任者等」という）は、防犯カメ 

   ラの設置にあたって以下の各号を実施する。 

   (1) 防犯カメラの撮影対象区域は、設置目的を達成するために必要最小限の範囲とな 

    るよう調整すること。 

   (2) 防犯カメラ撮影対象区域の見やすい場所に、防犯カメラを設置している旨及び当 

    該防犯カメラの管理者が当組合であることが分かる旨の表示を行なうこと。 

 

（記録媒体の保管等） 

第４条 防犯カメラにより撮影された映像（以下「映像」という）及び映像を収録した記録 

   媒体（以下「記録媒体」という）の保管等については、以下のように定める。 

   (1) 取扱管理責任者等は、映像及び記録媒体の取扱者を定めるとともに、映像及び記 

    録媒体にアクセスできる者を限定すること。 

   (2) 映像は撮影時の状態のままで保管する。 

   (3) 映像及び記録媒体の保管期間は５カ月以内とし、保管が不要になった場合または 

    ５カ月を経過した場合は、速やかに映像の消去または記録媒体の破砕等の処理を行 

    なう。 

   (4) 統括管理責任者及び管理責任者等の事前許可を得ることなく、記録媒体を映像表 

    示機器及び録画機材の設置場所以外ヘ持ち出してはならない。 

   (5) 統括管理責任者及び管理責任者等は、映像及び記録媒体の不正利用、外部流出、 

    改ざん及び逸失等を防止するためにその他の必要な措置を講ずること。 

 

（解釈等） 

第５条 この規程に定めのない事項及びこの規程の解釈に疑義が生じた場合は、統括管理責 

   任者が決定する。 

 ２． 前項にかかわらず、重要事項であって、法令やその他の規範に準拠して解釈するこ 

   とができないものについては、理事会が決定する。 

 

（改廃） 

第６条 この規程の改廃は理事会が行なう。 

 

 

付 則 

１．この規程は２００５年 ４月 １日から施行する。 



保有個人データに関する事項の公表と開示等の求めについて 
 

                             広島大学消費生活協同組合 

 

１．当組合の保有個人データの種類と利用目的 

 (1)組合員データ 

   【利用目的】出資金管理や当生協事業・組織活動に関する諸連絡等（当組合ホームペ 

         ージ等に記載しています「個人情報の取り扱いについて」の「生協加入 

         時にご提供いただく個人情報と利用について」でより詳しく説明してい 

         ますので、ご参照下さい。） 

 (2)学生総合共済・学生賠償責任保険加入者名簿 

   【利用目的】共済給付金申請時の内容確認と加入有無等に関するお問合せへの回答 

 (3)供給未収金システム 

   【利用目的】供給未収金（私費）の管理 

 (4)公費システム 

   【利用目的】公費（校費・科研費等）未収金の管理 

 (5)アパート斡旋業務システム 

   【利用目的】アパート斡旋店舗での来店・斡旋契約・入居・退去・大家状況の管理 

 (6)アパート管理業務システム 

   【利用目的】生協管理物件のアパート管理業務（家賃管理、入居・退去管理等） 

 (7)定期購読台帳 

   【利用目的】雑誌・書籍の定期購読状況と未収金の管理、及び、教職員への書籍等の 

         情報案内 

 (8)海外旅行管理表 

   【利用目的】海外旅行の申込・入金・発券・出発状況の管理と利用分析 

 (9)国内旅行管理表 

   【利用目的】国内旅行の申込・入金・発券・出発状況の管理と利用分析 

 (10)海外旅行利用者（教職員）管理表 

   【利用目的】海外旅行再利用者（教職員）の渡航必要事項確認のため 

 (11)携帯電話管理表 

   【利用目的】携帯電話申込状況の管理と利用動向分析 

 (12)自動車学校管理表 

   【利用目的】自動車学校申込状況の管理と利用動向分析 

 (13)アルバム管理表 

   【利用目的】入学アルバム・卒業アルバムの申込状況の管理とお問合せへの回答 

 (14)電話加入権管理表 

   【利用目的】電話加入権申込状況の管理と利用動向分析 

 (15)リユース事業管理表 

   【利用目的】リユース事業利用状況の管理 



 

 (16)ＫＬＡＳシステム（新組合員システム） 

   【利用目的】生協・共済等の加入状況の管理、商品・サービス利用状況の管理と利用 

      動向の分析、同利用者への各種案内や連絡・情報提供、請求・入金管理等 

 (17)広島大学職員録（平成 15 年版以前） 

   【利用目的】生協の事業活動・組織活動に関係する各種案内や諸連絡 

 (18)新学期アルバイト管理表 

   【利用目的】新学期アルバイト管理と諸連絡 

 (19)給与システム 

   【利用目的】生協職員の給与管理 

 

 

２．保有個人データの利用目的をお知りになりたい場合の手続き 

   保有個人データの種類とその利用目的は上記「１．当組合の保有個人データの種類と 

  利用目的」記載の通りですが、ご不明な点等がありましたら、「４．保有個人データの取 

  り扱いに関するお問い合わせ・苦情等の窓口」までご連絡下さい。 

 

 

３．保有個人データの開示、内容の訂正・追加・削除、利用停止・消去、第三者提供の停止 

 （以下「開示等」といいます）をお求めになる場合の手続き等 

 (1)開示等のお求め先は「４．保有個人データの取り扱いに関するお問い合わせ・苦情等の 

  窓口」になります。 

 (2)開示等のお求めの際は、「保有個人データの開示等請求書」をご記入の上、ご本人また 

  は代理人であることの確認書類を添えてご提示下さい。 

   「保有個人データの開示等請求書」は「４．保有個人データの取り扱いに関するお問 

  い合わせ・苦情等の窓口」へご請求いただくか、当組合ホームページからダウンロード 

  してご使用下さい。 

   なお、ご本人または代理人であることの確認書類は以下の通りとします。 

  【確認書類（郵送の場合または当組合が認めた場合は、委任状以外は写しで可）】 

   ●本人の場合（組合員証とその他１点が必要です。） 

     ①組合員証（携帯用組合員証を含む） 

     ②学生証、運転免許証、健康保険証、パスポート、６カ月以内の住民票、 

      外国人登録証明書、その他、のうちの１点 

   ●代理人・法定代理人の場合 

    ◆本人に関するもの（組合員証とその他１点が必要です。） 

      ①組合員証（携帯用組合員証を含む） 

      ②学生証、運転免許証、健康保険証、パスポート、６カ月以内の住民票、 

       外国人登録証明書、その他、のうちの１点 

    ◆代理人・法定代理人に関するもの（委任状または法定代理人を証する書類とその 

     他１点が必要です。） 



 

      ①代理を示す委任状、または、法定代理人の場合はそれを証する書類（ただし、 

       次号②で証明できる場合は不要） 

      ②学生証、運転免許証、健康保険証、パスポート、６カ月以内の住民票、 

       外国人登録証明書、その他、のうちの１点 

 (3)開示のご請求の場合は、開示のための写しの交付及び送付にかかる費用の全部または一 

  部を請求することがあります。 

 

 

４．保有個人データの取り扱いに関するお問い合わせ・苦情等の窓口 

  保有個人データの取り扱いに関するお問い合わせ、苦情等の窓口は以下の通りです。 

    広島大学消費生活協同組合 管理部 

     電 話 ０８２－４２４－２５２５ （大学内線 ５９５２） 

     ＦＡＸ ０８２－４２１－１４２８ 



【様式４】（20171101改定版）

広島大学消費生活協同組合 御中

年  月 日

氏名

〒 年 月 日

住所

電話

□開示 □利用目的

□訂正 □追加 □削除 □利用停止 □消去 ＊この項目の請求は無料です。

１．本人

による請

求

氏名（自署） メールアドレス

㊞

メールアドレス

私は、                                          を代理人と定め、上記請求に関する手続を委任します。

本人の署名・押印 ㊞

代理人の連絡先
〒

住所

電話 メールアドレス

ご本人以外の請求のときは、その請求につき、ご本人に確認させていただくことがあります。

【利用目的】この請求書に記載された個人情報は、生協関係部署への連絡、請求されたご本人様への連絡に使います。

【生協使用欄】
 本人確認書類      運転免許証   パスポート   学生証  その他（                                                              ）
 代理人確認書類   運転免許証   パスポート   その他（                                                                     ）

「保有個人データ」の開示等請求書

処理者受付者 管理部⾧ 専務理事 処理日受付年月日

だれの個人情

報のことです

か

請求日

住所

請

求

す

る

人

法令等により開示、訂正等できない場合があります。その際は理由等をお知らせします。

３．委任

による代

理人請求

生年月日（西暦）

委 任 状
*ご本人が二十歳未満であるときに限ります

20

請求項目

＊請求する項目

に✓を記入

請求項目に関

する具体的な

事項や対象等

２．法定

代理人に

よる請求

氏名 電話

 (例)アパート申込のときに書いた、氏名と連絡先の利用目的

＊この項目の請求には手数料1,000円（税込）がかかります。

本人と

の続柄


